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九州地方広域計画の策定に向けて

第１回九州圏広域地方計画プレ協議会 ０６．１１．３０
北九州市立大学学長 矢 田 俊 文

資料４
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国土審議会資料
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国土審議会資料
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国土審議会資料
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　　　　広域地方別人口・面積・GDP指標
都道府人　口 2005 面　積 2005 　GDP　 2003 一人当 2003

  県数 　　万人 　％ 　　ｋｍ² 　　％ １０億円 　％ GDP万円 　％

北　　海　　道 1 563 4.4 83,453 22.1 19,504 3.9 346 89

東　　　　　北 7 1,207 9.4 74,926 19.8 41,429 8.4 343 89

　　磐　　　越 2 452 3.5 24,722 6.5 16,500 3.3 368 94

関　　　　　東 8 4,237 33.2 36,350 9.6 183,376 37 433 112

　　北　関　東 3 702 5.5 18,867 5 26,614 5.4 379 98

　　首　都　圏 5 3,536 27.7 17,483 4.6 156,763 31.6 443 114

　（北首都圏） 5 1,154 9 43,589 11.5 43,114 8.7 374 96

北　　　　　陸 3 311 2.4 11,176 3 12,315 2.5 396 102

中　　　　　部 5 1,727 13.5 41,021 10.9 71,643 14.5 416 107

　（中部・北陸） 8 2,033 15.9 52,198 13.8 83,958 16.9 413 106

近　　　　　畿 6 2,089 16.4 27,173 7.2 78,912 15.9 378 97

中　　　　　国 5 768 6 31,813 8.4 28,138 5.7 367 95

四　　　　　国 4 409 3.2 18,789 5 13,393 2.7 328 84

　（中国・四国） 9 1,176 9.2 50,602 13.4 41,531 8.4 353 91

九　　　　　州 7 1,335 10.5 39,910 10.6 43,486 8.8 326 84

沖　　　　　縄 1 136 1.1 2,271 0.6 3,575 0.7 263 68

全　　　　　国 47 12,776 100 377,873 100 495,772 100 388 100

　　　人口は国勢調査（２００５）、県民経済計算は総務省資料（２００３）
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第一次国土形成計画

第１部 計画の基本的考え方

－計画部会中間とりまとめー０６．１１．２７

第２部 事項別施策の基本的方向

各府庁ヒアリング等を踏まえ検討

第３部 広域ブロックの形成に向けて

各ブロックが共通の課題、ブロック間連携の必要性等検討

全国計画

広域地方計画

国土の形成に関する方針・目標

広域の見地から必要と認める施策に関する事項
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全国計画 第一部 計画の基本的考え方 中間報告

第１ 時代の潮流と国土政策上の課題 （１）経済社会情勢の大転換

（２）国民の価値観の変化・多様化 （３）国土をめぐる状況

第２ 新しい国土像 多様な広域ブロックが自立的に発展する国土

（１）国土構造構築の方向性 （２）広域ブロックの自立促進に

国としての厚み 向けた支援

第３ 持続可能な地域の形成 （１）シームレスアジアの実現

（２）持続可能な地域の形成 （３）災害に強いしなやかな国土の

形成 （４）美しい国土の管理と継承 （５）「新たな公」による地

域づくり（横断的視点）

第４ 計画の実現に向けて（１）国土基盤投資の方向性 （２）国土
情報の整備・利活用と計画のモニタリング （３）計画諸制度の点検

第５ 国土利用計画の策定
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第１．時代潮流と国土政策の課題

（１）経済情勢の大転換

①人口減少社会と高齢化

②グローバル化と東アジアの発展

③情報通信技術の発達

（２）価値観の多様化

①安全・安心、美しさ

文化への国民意識

②ライフスタイルの多様化

第２ 新しい国土像

（１）国土構造構築の方向性

多様な広域ブロックが自立的の発展する国土

東京に過度に依存しない自立的な圏域、

ブロック内成長のエンジン、国としての厚み

（２）
自立促進支援

（３）国土をめぐる状況

①一極・一軸型国土構造

② 地域自立環境

③ 人口減少型の

国土再構築
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第３ 計画のねらいと戦略的取組
（１）シームレスアジアの実現

①東アジアネットワーク下の産業の強化、②東アジアの交流・連

携推進、③シームレスアジアを支える国土基盤形成

（２）持続可能な地域の形成

①持続可能で暮らしやすい都市圏の形成、②地域資源を活かした

産業の活性化、③美しく暮らしやすい農山漁村の形成、農林水産

業の新展開、④地域への人の誘致・移動、地域間交流・連携強化

（３）災害に強いしなやかな国土の形成

①減殺重視の災害対策、②災害に強い国土構造

（４）美しい国土の管理と継承

①環境共生重視の管理された国土形成、②流域管理、水循環管理

③ 国土の国民的経営、④海洋沿岸の総合的利用
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国土審議会資料
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国土審議会資料
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31

第１・第２背骨軸の完成ー危機管理・リダダンシー

九州経済連合会資料
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国土審議会資料
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国土審議会資料
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国土審議会資料
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国土審議会資料
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新たな「公」による地域づくり

「行政だけでなく多様な民間主体を地域づくりの担い手としてとら
え、これらの多様な民間主体と行政の協働によって、従来の公の領域
に加え、公と私との中間的な領域にその活動を拡げることできめ細か
なサービスを提供するという「新たな公」の概念を基軸とした地域づ
くりを行っていく必要がある。」 「従来からの地縁型のコミュニ
ティ（自治会、PTA、商店会等）に加え、特に都市部において成長し
ているNPOや、地域内外の個人等多様な人々と、企業、行政を含めた

様々な主体が、目的を相互に共有して緩やかに連携しながら活動を継
続することを促すことが必要である。」

おわりに

国土つくりの基本的方向として、各広域ブロックが東アジアの各地
域との競争・連携を視野に入れた地域戦略を描き、自立的な圏域を形
成する国土構造への転換を図ることを示すとともに、シームレスなア
ジアの実現、持続可能な地域の形成、災害に強いしなやかな国土の形
成、美しい国土の管理と継承、「新たな公」による地域づくりなどの
考えかたを示した」
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国土審議会資料
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広域ブロックの自立促進に向けた支援

① 国土における自らのブロックの位置づけと東アジア中

での独自性←全国計画でブロックに対する期待提示

② 各ブロックの特性を踏まえた域内の各都市の地域の連

携方策

③ 全国共通の課題に対するブロック独自の対応策

④ ブロック固有の課題への取組

⑤ 独自の地域戦略に基づく重点的・選択的な資源の投入

地理的・自然的・社会的条件不利地域支援方策を国検討
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国土審議会資料
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先行する九州戦略・長期ビジョン

１ 九州地方整備局「九州長期ビジョン」 ０２．４

２ 九州経済産業局「九州・アジア一番圏構想」０５．5

３ 九州経済産業局「九州新経済成長戦略」０６．６

４ 九州・山口経済連合会「２１世紀の九州地域戦

略」02.2

５ 九州観光機構「九州観光戦略」 ０４．

九州広域地方計画の策定へ



24

B．戦略産業の振興

先導ー自動車・半導体、在来ー鉄鋼・造船

成長ーリサイクル・知識

C．基幹都市の強化 中枢都市・中核都市

管理、ビジネス・消費・福祉サービス機能

D．多自然居住地域の再生

森林・水資源、農山漁村、過疎、離島・半島

地方都市（中心商店街）、地場産業、農工連携

E．学術・文化・教育機能の充実

F
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観
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光
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交
通

通
信
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ア
地
域
の
成
長

２１世紀の九州広域地方計画

矢田作成

グローカルの時代に飛躍する九州

A
国
際
交
流
の
発
展
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環黄海工業地帯と北部九州工業集積

環黄海工業地帯

北部九州工業集積

太平洋ベルト地帯
環渤海

長江デルタ

ソウル

東アジアーＹＥＬＬＯＷ ＰＩＮＥＡＰＰＬＥ

ＥＵーＢＬＵＥ ＢＡＮＡＮＡ

矢田作成
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13

環黄海自動車産業集積環黄海自動車産業集積..半導体・自動車・Ｄ家電半導体・自動車・Ｄ家電

半導体集積ー多機能カスタムＬＳＩ，モジュール

（
デ
ジ
タ
ル
）
家
電
産
業
集
積

自
動
車
産
業
集
積
（
Ｉ
Ｃ
化
）

九州ー苅田・宮田・中津・防府

韓国ー蔚山・釜山・仁川・牙山

中国ー大連・天津・青島・長江Δ

韓国ーソウル・仁川・水原

九州ー福岡・北九州・大分・宮崎

デジタル家電

ＤＶＤレコーダー

デジタルカメラ

フラットテレビ

韓国ーＤＲＡＭ，フラッシュメモリ

ソウル、仁川、蔚山、亀尾、

九州ーフラットパネルデスプレイ、デバイス

関連装置、システム設計、関連部品・材料

中国ー天津。上海・長春

環境産業集積家電・自動車リサイクル

自動車のエレクトロニクス化

走行制御

危険警報

情報提供

矢田作成
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一次部品メーカー

機関・電装・車体用

駆動・情報・

基盤技術企業群

プレス、 メッキ、切削、金型

ばね･ ねじ、プラスチック成

型、鋳造

組立

メーカー

北部九州・新自動車コンプレックス

資材供給部門

鉄鋼・非鉄・

有機化学

硝子

電気機械

産業機械

情
報
産
業

国
際
物
流
基
地

リ
サ
イ
ク
ル
基
地

環
黄
海
リ
ン
ケ
ー
ジ

静
脈
産
業
連
携

＝

矢田作成
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福岡県資料
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九州・山口経済連合会『２１世紀の九州地域戦略』

自律的経済圏形成へのシナリオー５つの戦略

１．産業競争力を高めるビジネス環境の創造

アジアに開かれた循環型交通体系整備、IT

２．強みを発揮する産業集積戦略

地域産業クラスター、観光再生、知的集積

３．九州の一体的発展と隣接ブロックとの連携

東九州自動車道、関門連携、島原・天草ルート

４．東アジア経済文化圏の形成 外資系企業誘致、留学生・研修生

５．地域制度の改革 道州制、市町村合併
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『九州新経済成長戦略』九州経済産業局 ０６．６

地域産業競争力強化と就業機会の増加

１．牽引力の発揮 自動車産業、半導体関連産業

（集積と参入）

２．底力の発揮 環境・リサイクル、燃料電池・水素、ロボット

（研究開発と産業集積）バイオ、コンテンツ

３．自立力の発揮 農業・食料品、観光、地域ブランド、

（地域特性） 生活充実サービス、まちづくり、

コミュニティビジネス
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九州地方整備局「九州・新長期ビジョン」 ０２．４

C・D 基幹都市の強化と多自然居住地域の再生

１．暮らしを守る国土と環境の保全・再生

流域圏管理、自然災害、自然環境保全・再生

２．都市・自然交流圏＝８基幹都市圏＋多自然地域

都市機能充実、多自然居住圏、離島・半島振興

３．ネットワーク型交流基盤整備

循環型交通ネット、情報通信ネット

東アジア国際交流圏の形成

自然と都市サービスが享受できる都市・自然交流圏
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北部九州

南九州

都市集積ー大消費市場・金融

学術集積ーＩＣ・バイオ・デザイン

工業集積ー機械・環境技術

食料生産地帯ー肉類・野菜・魚類

加工食品生産地域ー焼酎・茶・鰹節

リゾート地域ー温泉・歴史文化

技術支援

地産地消

九州南北連携モデル 矢田作成

安全・安心な食の地域循環
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九州の将来像の実現に向けた基本政策

１．暮らしを守る国土と環境の保全・再生

流域圏を基本とする国土管理

自然災害からの国土保全

豊かな自然環境の保全・再生

２．自然と都市サービスを享受できる都市・自然交流圏づくり

個性にあった都市機能の充実

多自然居住地域の創造

離島・半島の基盤整備

３.地域の活力を支えるネットワーク型交流基盤づくり

広域交流ネットワークの充実・強化

（循環型交流ネットワークの充実、情報通信ネットワークの構築）

東アジア経済圏を中心とした九州国際交流圏の形成

九州地方整備局 九州長期ビジョン ２００２
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環日本海・

北東アジア交流軸

北方圏・北東アジア交流軸

環黄海・東アジア交流軸

環南シナ海・東南アジア交流軸

東南アジア交流フロンテア拠点

東アジア交流

フロンテア拠点

北東アジア交流フロンテア拠点

国土軸とアジア交流軸

太平洋新国土軸

西日本国土軸

日本海国土軸 北東国土軸

アジア・太平洋の時代から日本海の時代へ

矢田作成
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31九州地方整備局
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九州の特定地域計画の包含ー県域を越えた地域

１．中枢・中核都市連携軸の形成ー福・久・熊・鹿

２．福北都市連携軸

３．西九州軸形成ー福・佐賀・長崎・佐世保

４．東九州地域の振興ー北・大・延・宮ー東九州道

５．九州山地の保全と振興ー九重・阿蘇・高千穂・霧島

６．有明・八代海保全と沿岸地域の振興

７．半島地域振興ー国東・松浦・大隈・薩摩

８．南西諸島の振興ー沖縄地域との連携

９．五島・壱岐・対馬地域の戦略ー日韓海峡連携

４．環周防灘地域連携ー関門、豊予連携
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九州広域地方計画の課題

１．全国計画との整合性の確保

人口見通し、ＧＮＰ・公共投資配分、環境負荷の軽減

３．都道府県・政令市等自治体間の計画策定能力

地方経済連合会、学識経験者、地方支分局の参画調整

２．隣接広域地方圏との調整

関門連携、沖縄ー南西諸島、新太平洋国土軸
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九州圏広域地方計画協議会の組織体制イメージ

広域地方計画協議会（知事、市長、局長クラス）
Ｈ１９年中頃設置

会長（会長代理）

県・指定都市、国の地方支分部局（法第１０条第１項）
市町村、隣接地方公共団体、関係者（法第１０条第２項）

学
識
者
懇
談
会

意見聴取
（法第１０条第５項）

広域地方計画プレ協議会
（→ 幹事会）（部長クラス）

移行

Ｈ１８年秋頃設置

検
討
小
委
員
会

調整

立上げ

プレ協議会準備会
（→ プレ幹事会→ 実務者会議）（課長クラス）Ｈ１８年８月設置

Ｈ１８．８．２３

調整

調整

調
整県・指定都市、国の地方支分部局（法第１０条第１項）

市町村、隣接地方公共団体、関係者（法第１０条第２項）

県・指定都市、国の地方支分部局（法第１０条第１項）

九州地方整備局資料


